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研究要旨 

平成 24 年度は全国 47 都道府県と 1市で地域がん登録が始まり、東京都が開始したこと

で患者移動の激しかった首都圏域での患者データの受け入れと移送が可能となり併せて登

録患者の生死を確認する追跡調査が作業量の膨大さからこれまで困難であったが、住民基

本台帳ネットワークシステムの活用により追跡調査の実施が可能となった。生年月日、漢

字氏名、住所で照合し 3回行うことで 95％がヒットする結果であった。平成 25 年度は首都

圏で受診する神奈川県民のデータ収集および住基ネットの活用によって地域がん登録の精

度向上に尽力し、また神奈川県のがん対策立案にも地域がん登録データを利活用すること

で、県内の小地域における地理的な集積についても検討することができた。 

 

Ａ．研究目的 

有効ながん対策を策定するため、また達

成評価をするためにはがん登録から得られ

る情報は重要である。地域がん登録を開始

してから 44 年が経過する神奈川県では、

年々届件数およびそれに伴う精度も向上し

ていきている（図 1）。 

それに伴い登録されたがん患者の生死確

認の作業も重要である。神奈川県の地域が

ん登録ではこれまで登録患者の居住地デー

タに基づく市区町村への住民票照会を行う

ことで実施してきた。しかしがん患者の増

加、生存率向上に伴い住民票照会の対象者

が激増し、登録作業を圧迫するようになっ

た。そこでより効率的な追跡方法の導入を

検討していた。住民基本台帳ネットワーク

（住基ネット）システムの利活用を検討し、

これまで困難であった生死確認を効率的に

行う体制について検討することとした。 

また、精度向上に伴い県の有効ながん対策

立案のためには各自治体の特徴や優先的に

取り組むべき部位などを検討するすること

もまた必要である。 

本報告では県内小地域における集積性（ク

ラスター）に関する研究方法も検討したの

で報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

①住基ネット活用 

隣接する東京都の医療機関を受診する神

奈川県民のデータをスムーズに採録できる

よう関連する自治体の地域がん登録実施要

項の改変に取り組んだ。また住基ネット利

用に関してはこれまでの追跡方法を検討し、

神奈川県保健福祉部と住基ネットを管理す

る総務部の協力を得て、住基ネットの利活

用について検討し、実施に至った。 

②地理疫学的手法を用いた集積性の検討 
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地域がん登録データ自体の有効活用に関

しても検討し、乳がんの小地域内の集積（ク

ラスター）の同定を地理疫学的手法により

検討した。女性乳がん罹患数を抽出し、乳

がん罹患観測数および期待数から標準化罹

患比 SIR （Standardized incidence ratio）

および標準化死亡比 SMR(standardized 

mortality ratio)を算出した。その際の基

準人口は神奈川県女性人口とし、年齢階級

は 0歳から 14 歳、15～64 歳、65 歳以上の

3階級で算出した。解析は、観測度数期待

度数に基づく Poisson model、集積性の同

定を行うため統計量 LLR with Restriction

の statistic type を用いて「最も可能性の

高いクラスター（MLC）を定義した。クラス

ターの有意性検定は Monte Carlo 検定の

999 回の繰返しによって算出した。 

 

Ｃ．研究結果 

表 1にこれまでの届件数の推移ならびに

DCO の推移等を示した。年々届手数が増加

している中で、DCO も中には 9％代と精度の

高い地域もあり平均すると 20.5％となっ

ている。平成 24 年より東京都において地域

がん登録が開始されたことから、首都圏各

県の地域がん登録データのやりとりがスム

ーズにできる体制が整備されつつある。ま

た県ではこれまで人口動態死亡データとの

照合により生死確認を行ったきたが照合キ

ーとした患者氏名や死亡者氏名を使用でき

ないこと、生存率の向上に伴い作業量の増

大があり、住民票照会が困難な状態であっ

た（表 1）。そのため住基ネットを活用した

生死確認を実施し、体制を整えてきた。そ

の結果を表 2に示す。第 1回目は、生年月

日、かな氏名、住所で照合し 66％がヒット

し、第 2回目は生年月日、かな氏名をみな

おしたもの、住所で照合し 76％、第 3回目

は生年月日、漢字氏名、住所で照合し 95％

がヒットした。また県外転出者が 24％とい

う結果であった。今後も近隣の都道府県と

のデータの移動、収集の在り方を検討し、

より精度の高い地域がん登録システムの構

築が不可欠である。 

また精度向上に伴い、登録データの利活

用についても検討しメッシュ統計などの方

法を用いるなど小地域内の分布を捉えるこ

とを主眼に行ってきた。特に神奈川県は全

国的にみて乳がん死亡の高い県の一つであ

る。加えて乳がん罹患も年々増加傾向にあ

ることから、県全域で乳がん死亡および罹

患が高いのか、あるいはある地域に集積し

ているのかを検討することは非常に有効な

対策に繫がる研究になると考えられる。近

年の GIS(geographical Information 

system)の発展もあり本報告では地理情報

を基にがん死亡、罹患の分布を小地域内で

検討し、クラスターを同定することができ

た（表 3）。このクラスターの地域特性を検

討したところ、女性のライフスタイルとの

関連が示された（表 4）。早期発見に向け、

乳がん検診受診に喚起に繫がる施策の検討

が考えられる。 

 

Ｄ．考察 

住基ネットワークシステムの導入により

これまで住民票照会ができなかった神奈川

県でも、予後調査が可能となった。住基ネ

ットは 3回の照合を行うことで、90％を越

える照合結果となっており、今後も継続す

ることで益々の向上が期待できる。 

また地域がん登録の有効活用として、空

間疫学的手法によりがん罹患のクラスター

を同定した。本報告では女性乳がんで検討

したが、今後は他の部位でも検討したい。

このような方法で地域間のがん死亡および
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罹患の格差を検討する上でも小地域間のが

んの集積性を統計的に見極めることが重要

であることを示すことができた。 

 

Ｅ．結論 

神奈川県地域がん登録では、長年課題で

あった予後調査の簡略化を住基ネットの利

用により推進できる体制となった。今後、

診断後の生死確認により詳細な生存率の計

測が望まれていることなどからもこの照合

作業を継続し、精度の高い照合結結果が得

られるよう尽力していきたいと考えている。 

 

Ｆ.健康危険情報 なし 
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３．その他 なし 
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表 1. 神奈川県地域がん登録における追跡調査の流れ 

経過 方法 照合件数 得られる情報

2006年
以前

①人口動態調査票の死亡データと
マスターとの照合 約6万件（神奈川県の死亡数） 死亡年月日・死亡医療機関・

死亡場所（自宅・病院等）・死亡原因

①人口動態調査票の死亡データと
マスターとの照合 約7万件（神奈川県の死亡数） 死亡年月日・死亡医療機関・

死亡場所（自宅・病院等）・死亡原因

②診断年から5年経過かつ
死亡情報のない登録者
（生存率算定のため）を、
県内および県外の
市区町村へ毎年住民票照会を実施

約17000人（死亡情報のない者）
（公用による住民票の請求で
1件1件入力）

居住所あるいは転出住所
（県外・県内）・
生存確認日・死亡年月日

①人口動態調査票の死亡データの照
合
（2011年死亡）

約7万件（神奈川県の死亡数）
死亡年月日・死亡医療機関・
死亡場所（自宅・病院・老人ホーム
等）・死亡原因

②診断年から5年経過の登録者と
住民基本台帳ネットワークシステムに
よる照合（かな氏名+生年月日+住所）

2006年診断の17128人と照合し、
11246人ヒット（約66%）
目視で確認後、悪性新生物登録
システムへ自動取り込み予定

居住所・生存確認日・死亡年月日

③上記の作業終了後ヒットしなかった
登録者について
（漢字氏名+生年月日+住所）照合

居住所・生存確認日・死亡年月日

④上記でヒットしなかった者は
各市区町村へ住民票照会

居住所あるいは転出住所
（県外・県内）・生存確認日・
死亡年月日

2007年
から

2011年
まで

2012年
以後



64 
 

表 2. 悪性新生物登録事業における予後調査 

対象：平成 18-19 年診断で死亡情報のない人 

予後調査結果 

予後照会数
（人）

死亡
(県外の死亡を含む）

生存確認
（県外の生存を含む）

県内転出 海外転出 該当者なし

36,316 2,239 33,287 31 35 724

100% 6% 92% 0% 0% 2%

県外転出者878人（2.4％）は住民票照会を実施し、その結果をｂに載せた。
県内転出者は来年住民票照会する予定。  

 

（1） 住民基本台帳ネットワークシステム使用による予後調査（平成 25 年 8 月終了） 

照会数（人） 死亡 生存確認 照合
できない人

35,127 1,736 30,979 2,412

100% 5% 88% 7%
 

（2） 住民票照会（住民基本台帳ネットワークシステムで照合できなかった人を対象） 

a. 県内の住民票照会（平成 25 年 10 月終了） 

※上記（1）の 2412 人+新規登録者 1189 人が対象 

住民票照会数
（人） 死亡 生存確認 県外転出 県内転出 海外転出 該当者なし

3,601 326 1,723 878 31 35 608

100% 9% 48% 24% 1% 1% 17%
 

b. 県外転出の住民票照会（全国 477 市区町村へ依頼し、8 市区町村の協力が得られな

かった理由：有料扱い・公用請求の協力不可）（平成 26 年 1 月終了） 

住民票照会数
（人） 死亡 生存確認 該当者なし・転出・

保存期間経過後 有料扱い 公用請求の協力
不可

878 177 585 101 5 10

100% 20% 67% 11% 1% 1%
 

 

表3. 神奈川県における2006年の乳がん死亡および罹患分析（空間スキャン統計を用いた） 

クラスター 罹患数・死亡数
期待

罹患数・死亡数 SMR・SIR LLRa Pb

死亡：

鶴見区、川崎区、幸区
（3地域） 74 54.17 1.37 3.52 0.53

罹患：

西区、中区、南区、保土ヶ谷区、磯子区、金沢区、
港南区、栄区、横須賀市、逗子市、葉山町

（11地域）
1667 1236.42 1.35 89.9 0.001

a: LLR：対数尤度比
b: モンテカルロ法により検出されたクラスターの有意性  
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表 4. 罹患解析において同定されたクラスターの地域とその他地域における社会経済状況

の違い 

クラスター地域 その他地域 Pa

世帯人員数 2.78±0.25 （人） 2.55±0.27 （人） 0.055

合計特殊出生率 1.13±0.09 （人） 1.21±0.14 （人） 0.073

初婚年齢 28.2±0.43 （歳） 27.8±0.75 （歳） 0.017

婚姻率 5.86±1.13 （%） 6.07±1.47 （%） 0.667
 

 

 

 

 


